
4 総事業費 千円

事務事業評価＆総合計画実施計画調査シート 事業種別 継続 単独 事業類型 Ⅰ ソフト事業 ２次評価対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称 事業実績

事業名 557 一般廃棄物減量等推進事業
会計 01 一般会計

活動指標 単位
実績値 目標値

款 04 衛生費 H17 H18 H19 H20

基　本
施　策

24 ごみを減らす生活を送る
項 02 清掃費

１人１日あたりごみ排出量 ｇ
目標 ― 目標 490

480 480
目 01 清掃総務費 実績 500 実績 491

施　策 3 ごみ減量化への取り組みの推進
細目 101 清掃管理経費

可燃ごみ１人１日あたりごみ排出量 ｇ
目標 ― 目標 345

338 338
細々目 02 一般廃棄物減量等推進事業 実績 338 実績 362

基本計画該当頁 24 行革大綱の重点事項番号
   

目標  目標  
  

担当部課
コード ７５２０００ 評価者

氏　名
落合　博文 連絡先

52 - 3227 実績  実績  

名称 青山支所　生活環境課 (内線) 112

評価指標

事業の計画・内容
事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位

実績値 目標値

事
業
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか） H17 H18 H19 H20

ごみの排出者（市民、事業者） 指定ごみ袋での排出を義務づけることにより、排出マナ－の向上
が図られるとともに、ごみの減量化・資源化についても成果をあげ
ている。

減量化率（可燃ごみ）（本年度ご
み処理量/前年度ごみ処理量）

前年度ごみ処理量を分母とし、本年度ごみ
処理量を分子とする減量化率を指標とした。

％
目標 5 目標 2

2 2
実績 3 実績 -4

資源化率（資源ごみ処理量/ごみ
処理量）

本年度ごみ処理量を分母とし、本年度資源ごみ
処理量を分子とする資源化率を指標とした。

％
目標 26 目標 28

30 30
実績 26 実績 25

（※対象件数 ）
根拠法令・要綱等 環境関係諸法令／環境関係諸条例等

開始年度 平成 年度
関連事業

評価

本
年
度
事
業
内
容

終了
青山支所指定ごみ袋については、平成11年度より一層のごみ
の減量化と資源化、ダイオキシン対策に取組むため、指定ごみ
袋を作成している。平成18年度における指定ごみ袋の作成枚
数は、大（45ℓ）224,000枚、小（30ℓ）138,000枚となっている。

年度 平成 年度

状
況
変
化
等

指定ごみ袋制度の導入等により、着実にごみの減量化、
資源化への意識の高まりが進んでいるとともに、市民の
自発的な取組みによるＥＭ菌によるごみの堆肥化への取
り組みなども見られるなど着実な成果が現れている。

評価項目

必要性

ポイント

4

評価項目についてのコメント
指定ごみ袋での排出を義務づけることにより、ごみの分別の徹底が図られ減量化、資源化がさらに進められる。

有効性 4
指定ごみ袋での排出を義務づけることにより、ごみの減量化、資源化が図れるとともに、ごみ排出者の排出抑制の意識の
高揚が見られる。また、従前は農村部多くみられていた生ごみの堆肥化についても、住宅団地住民のなかにも浸透しつつ
あり減量化の機運が高まっている。

達成度 4
ごみの減量化・資源化が着実に成果を挙げ、青山地域における1人1日当たりの家庭系可燃ごみの排出量は、伊賀市（青
山地域を除く。）の４割減、名張市の２割減となっている。

効率性 3
指定ごみ袋制度は、青山支所管内を対象とするものであり、早期に伊賀市(青山地域を除く。)及び伊賀南部環境衛生組
合の構成員である名張市との分別方法の統一、指定ごみ袋制度と有料化制度の調整を図る必要がある。

整

1

備内容

建設用地

運営体制

1 運営主体

　委託先
2 建設面積（延床面積）

3 規模・構造

2 配置（予定）人員 人 総合評価

Ａ 変更

事業の方向性

　伊賀市のゴミ袋の有料化、伊賀南部環境衛生組合の構成員である名張市のごみ袋有料化計画等を勘案しながら、青山地域の指定
ごみ袋制度のあり方について方向性を検討中である。

改善についての取り組み

3
4 市内の類似施設
年間運営費 千円

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１７年度 決算内容 平成１８年度 決算内容 平成１９年度 計画内容 平成２０年度 計画内容 平成２１年度 計画内容 平成２２年度 計画内容

委託

事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額
　

指定ごみ袋 2,336
(千円)

指定ごみ袋
　

4,249
(千円)

指定ごみ袋
　

4,400
(千円)

指定ごみ袋
　

4,400
(千円)

指定ごみ袋
　

4,400
(千円)

指定ごみ袋 4,400
(千円)

指定ごみ袋販売手数料 482 指定ごみ袋販売手数料 546 指定ごみ袋販売手数料 650 指定ごみ袋販売手数料 650 指定ごみ袋販売手数料 650 指定ごみ袋販売手数料 650

工事

指定ごみ袋配送料 127 指定ごみ袋配送料 141 指定ごみ袋配送料 163 指定ごみ袋配送料 163 指定ごみ袋配送料 163 指定ごみ袋配送料 163
再資源収集事業委託料 2,142
公用車燃料等 48

進捗率
(％)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
事業費計(A) 　 Σ 5,135 事業費計(A) 　 Σ 4,936 事業費計(A) 　 Σ 5,213 事業費計(A) 　 Σ 5,213 事業費計(A) 　 Σ 5,213 事業費計(A) 　 Σ 5,213

事業投入人員 人件費（Ｂ） 0.8 人 5,760 人件費（Ｂ） 0.8 人 5,760 人件費（Ｂ） 0.8 人 5,760 人件費（Ｂ） 0.8 人 5,760 人件費（Ｂ） 0.8 人 5,760 人件費（Ｂ） 0.8 人 5,760

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 10,895 10,696 10,973 10,973 10,973 10,973

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 5,135 4,936 5,213 5,213 5,213 5,213

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担
そ   の   他 1,030 2,820 3,500 3,500 3,500 3,500
一 般 財 源 4,105 2,116 1,713 1,713 1,713 1,713
計 5,135 4,936 5,213 5,213 5,213 5,213

備
考

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等
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